
１　対象地区の現状

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

④６０～６９歳の農業者の耕作面積の合計

⑤５０～５９歳の農業者の耕作面積の合計

⑥４０～４９歳の農業者の耕作面積の合計

⑦３９歳以下の農業者の耕作面積の合計

⑧企業および市外在住者等の耕作面積の合計

⑨地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

２　対象地区の課題

川越市 山田地域 平成28年3月 令和5年4月27日

（備考）

【山田地域全体】
・今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積は、70歳以上で後継者未定の農業者の耕作面積よりも多
く、現状引き受け手不足は生じていないが、引受意向のある中心経営体は少なく、将来的に農地の引き受け手
が不足する恐れがある。
・７０歳以上の農業者のうち、約４割で後継者がいない。
・地域内の荒廃農地は、約０．８haであるが、今後、農業者の高齢化の進行、後継者不足、農地の引き受け手不
足から、荒廃農地のさらなる発生が懸念される。

【福田地区】
・現在は荒廃農地はないものの、農業者の高齢化及び後継者不足から、地域の担い手が不足しており、荒廃農
地の発生が懸念される。
・機械代等の設備投資が高額である一方、稼働率も低く、収入と経費のバランスが取れず、継続した営農が困難
な農業者が多い。
・農地の集約が進まず、作業効率が悪い。
・農地の適正な管理について、地権者の意識が低い。

　 68筆　 　 3.2ha

　461筆　 　 26.6ha

   81.2ha

注１：農家状況調査とは、農業委員会が毎年９月に実施している調査のことです。
注２：⑨の面積は、別紙の「中心経営体」の「計画（今後の農地の引受けの意向）」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載しています。
注３：プランには地域の農業者の年齢構成や後継者有無をもとに色分けした地図を添付するものとします。

　1,080筆   62.8ha

　740筆　 　40.1ha

　1,052筆　 64.7ha

　340筆　 　20.6ha

　106筆　  　7.0ha

①地区内の耕地面積 　3,847筆　225.0ha

②農家状況調査に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 　2,716筆　163.5ha
農家状況調査回収率　約73％

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 　1,820筆　102.9ha

山田地域人・農地プラン

市町村名 対象地区名 作成年月 直近の更新年月



４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

５　今後の地域の中心となる経営体（担い手）

【山田地域全体】
・農地の引き受け意向のある認定農業者や認定新規就農者の受け入れを促進し、中心経営体を確保する。
・後継者のいない農地利用については、拡大意向のある中心経営体が担い、荒廃農地化を未然に防ぐ。

【福田地区】
・農地の引き受け意向のある認定農業者や認定新規就農者の受け入れを促進し、中心経営体を確保する。
・後継者のいない農地利用については、拡大意向のある中心経営体及び集落で協力して担い、荒廃農地化を未
然に防ぐ。

【山田地域全体】
・農地中間管理機構の活用方針
経営農地の集約化について、農地バンク機能を活用した機構を通じての中心経営体への貸付も進めていく。
・主食用米以外の作物の導入の方針
米価下落への対応として、主食用米以外の品目の導入を検討する。
・地域での課題共有の方針
定期的に地域での話合いを行い、農地情報や担い手情報の共有化を図り、農地の流動化や担い手確保を円滑
に進める。

【福田地区】
・中心経営体の確保について
定期的に地域での話合いを行い、地区内だけでなく、地区外から担い手を呼び込むため、農地情報や担い手情
報の共有化を図る。話合いには、土地所有者を含めた関係者を参集する。
・集約について
誰がどの農地を管理するのかについて地図化し、話合いにより耕作者を決めていく。また、農地中間管理事業を
活用し、機構集積協力金の活用等についても検討する。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

注：「中心経営体」には、認定農業者、認定新規就農者、経営所得安定対策の対象となる法人化や農地の利用集積
　　を行うことが確実と市町村が判断する集落営農及び市町村の基本構想に示す目標とする所得水準を達成している
　　経営体等が位置付けられます。

注：農地中間管理事業とは、「高齢化」や「後継者がいない」などの理由で耕作できなくなった農地を「農地中間管理機構」が
　　 借り受け、農業の担い手に貸し付ける事業のことです。

中心経営体　８経営体（うち、認定新規就農者：　１経営体、認定農業者：７経営体）
今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積　８１．２ha


